
21 データ利活用の職階別研修を受講必須とした人材育成 【茨城県つくば市】

事業の概要

○ データ利活用研修を人事課作成の研修計画に組み込み、一定の職層になると必ず受ける研修に位置づけ。
○ 実務職は利活用ツールを使える・利活用に適したデータを理解できる、管理職はデータ利活用の重要性や
必要性を理解し職員による利活用の動きをバックアップできるようになることを主眼に研修を設計。

○ 2030年までには約2,000人の全職員が受講することを目標に取組中。
［データ利活用研修の内容］出典元：https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html

R4.10～11
主査級
（31名）

＜第1部 機械判読性のある（使いやすい）データの作成＞
普段取り扱いの多い文書形式で保管されているデータを、分析や可視

化しやすくするために機械可読性のあるデータに作り変え、さらにGIS（地
理情報システム）で可視化することで、利活用に必要なデータの在り方
や作り方について理解する。

＜第1部 オープンデータを見据えた理解への第一歩＞
オープンデータについて学習し、データの重要性と活用のメリットを理解

する。

＜第1部 【講義】庁内データ利用の活性化をめざして＞
庁内で日々構築・更新されている様々なデータはそのほとんどが特定の

業務のためだけに利用されている。保有しているデータの有用性を理解し、
データが有効である場面で、積極的に活用できるような業務体制の構築
の必要性について、データ活用の観点から理解する。

＜第2部 データを活用した課題解決プロセスの体験＞
グループに分かれ、与えられた課題の解決に当たり、どのようなデータをど

のように使う（可視化や統計分析）ことができるかを検討する。
その後、実際にデータをGISで可視化を行い、新たな気づきや知見を得

るなど、課題に対して解決策を導くプロセスを体験する。

＜第2部 データ利活用事例と取り組み方＞
データ利活用に関する国等の動向について学び、可視化・分析事例を

知ることで、業務におけるデータ利活用の意識を醸成する。

＜第2部 【ワークショップ】データトリアージ研修＞
庁内で保有する様々なデータについて、オープンデータ、庁内限定、担

当部署限定などの公開範囲を少人数のグループでディスカッションすること
を通して、行政データの取扱いに関する考えを見直す機会とする。

R4.10
主事級・主任級
（67名）

R4.7
管理職職員
（27名）

＜２．人材確保・育成＞ ④ 自治体ごとの創意工夫による人材育成

 「データで市民を豊かにするまちの推進」等のため、職層に合わせた必修のデータ利活用研修を組み込
み、継続的に研修を実施できる体制を構築し､”データリテラシー”のある人材を育成

事業効果 ○ 庁内でのデータ活用への意識の醸成につながっている。（令和４年度の主査級研修後アンケートにおいて、９割以
上の職員が「データの価値や活用に対する理解が深まった」、「業務上でデータ利活用を進めたいと思う」と回答）

○ データ活用に関する相談が増加し、庁内におけるデータの利活用が進んでいる。

人口：10万人以上
30万人未満
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（つくば市）

（総務省）

データ利活用研修を行うようになった経緯・きっかけを教えてください。
つくば市情報化推進計画の中で、「多様な市民がデータを用いて自ら地域課題を解決できる社会（シビック・
データ・イノベーション）」を社会像の一つとして掲げているほか、つくば市未来構想・第２期つくば市戦略プランの中
で、「データで市民を豊かにするまちの推進」を掲げていることからおり、主要プロジェクトの一つとして、シナリオを持っ
た研修を実施することで、データリテラシーのある人材を増やしていくことを目指すこととしました。
  ちなみに、当初は、GIS等のデータ利活用ツールをしっかりと整備することが重要と考えていましたが、「それを使う人
がしっかりとしている必要があるのではないか」、「ツールを使う前の段階があるのではないか」と考えるようになりました。

データ利活用研修の工夫点を教えてください。
「単なる任意参加の説明会」とするのではなく、人事課が作成する研修計画に組み込み、一定の職層になると必ず
参加が求められる研修にしました。
  全職員に同質の理解を促すよりも、職層別に適した理解やスキルを普及する方が現実的です。高度なデータ利活
用を実際にハンドリングするのは、職員の１割程度で十分であると考え、その他の実務職は利活用ツールを使える、
あるいは利活用に適したデータを理解することに主眼をおいています。
  管理職に関しては、データ利活用の重要性や必要性を理解することで、利活用の動きをバックアップすることが求
められる重要な役割となると考え、研修計画を立てています。
  なお、各研修では２段階でテーマ設定しています。
・第１段階：理解の浸透を目的にデータ利活用の重要性や国の指針等を理解すること
・第２段階：データ利活用のためのデータへの理解、及び加工ができるようになること 等

今後の展望を教えてください。
2030年には、ほぼ全職員がデータ利活用研修を受講することを目標としています。 

 ※実績値（累計） R3年度 493名、R4年度 618名、R5年度：741名 
  また、高等学校学習指導要領改正により、2022年から地理総合が必修科目とされ、カリキュラムにGISが組み込ま
れることとなり、約10年後には「データの可視化」を経験した世代が入庁してくる時代が到来することを見据え、GIS
活用人材を受け入れる準備が今後は必要と考えています。

【参考情報】   つくば市人口：25.2万人（令和５年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：つくば市における情報化の推進等（https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/index.html）
【担当部署】 つくば市政策イノベーション部情報政策課（電話：029-883-1111、メール：pln0@city.tsukuba.lg.jp）

  ＜２．人材確保・育成＞ ④ 自治体ごとの創意工夫による人材育成 人口：10万人以上
30万人未満



（参考）自治体DX全体手順書においても紹介

データ利活用研修（茨城県つくば市）

○ つくば市では、データに基づいて物事を分析し、政策検討を行うなど、正しくデータを活用できる人材の育成を目
的とし、平成29年度から、職員向けにデータ利活用研修を実施。

○ 研修の目的について、管理職はデータを利活用することの必要性・重要性など高い視点から俯瞰するための理解を
深めること、実務職はデータ利活用を実施することの理解を深めることと分けた形で、それぞれの目的に応じた職層
別のデータ利活用研修を実施。

○ 具体的には、①主事・主任級はオープンデータについての基礎を理解し、データを可視化して現象を捉えること、
②主査・係長級はデータ利活用の実践を見据えた実習形式で、利活用ツールとしてGISを採用し、データクレンジン
グの理解と複数のデータを組み合わせて課題を捉えること、③課長補佐・課長級は、自治体職員OBを講師として迎
え、部下のデータ利活用を促進できるような、上長としての心構えを学ぶことなどの研修を実施している。

○ 地方公務員法上の研修計画に基づく基本研修と位置づけ、各職務において１度は受講必須の研修としている。この
ため、2030年に在職する現職職員は、ほぼ全員が受講することになる見込み。

管理職研修（データのトリアージ）の様子
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